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水力発電と環境のための勧告 
水力発電と環境のための勧告とは、 

 平成12年5月にＩＥＡ水力実施協定第一期のＡｎｎex-3の活動成果として、
｢環境問題の現状と今後の活動に向けたガイドライン｣が公表された。このガ
イドラインは、環境に配慮したより良い水力開発を行うことを目的として、主
に水力発電事業者（計画・開発、運営事業者）を対象としてまとめられたもの
です。 

 このガイドラインの中で、 

水力発電所の環境対策を改善するために5つの領域において勧告を行って
おり、この勧告のことを｢水力発電と環境のための勧告｣といいます。 

水力発電と環境のための勧告（５つの領域） 

｢エネルギー政策の枠組み｣ 

｢意思決定の過程｣ 

｢水力発電プロジェクトの代替案の比較｣ 

｢水力発電所の環境管理の改善｣ 

｢地域のコミュニティとの便益の分配｣ 



水力発電と環境
のための勧告 
（２０００年５月） 

 
≪対象者≫ 
・水力発電事業者  
   等 
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≪対象者≫ 
  ・政策決定者 
  ・一般社会  
  ・水力発電事業者 等 

｢改訂版 水力発電と環境のための勧告｣とは、 

≪改訂の目的≫ 
 ｢Annex-3の勧告は、水力発電所の環境管理の改善を図ることを主たる目的として作成されており
ましたが、その後１０年が経過し、地球温暖化問題への対応、再生可能エネルギーの重要性の
高まり及び世界各国において、水力発電に関する環境対策や、便益に関する好事例が収集蓄積
（Annex-8の活動）されるなど、外部動向の変化を踏まえ、特に政策決定者、一般社会に水力発
電の価値をアピールするために改訂を行うこととなった。｣ 

地球温暖化問題 

再生可能エネルギー
の重要性の高まり 

環境対策､便益に関す
る好事例の蓄積 

改訂版 水力発電と
環境のための勧告
（2010年10月） 

１０年 経過（外部動向の変化） 
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｢改訂版 水力発電と環境のための勧告｣とは、 
≪改訂版のポイント≫ 
 １．変更内容 

  改訂版の勧告については、下記の項目が含まれた水力発電の好事例に基づき作成された。 

・再生可能かつ持続可能なエネルギーとしての水力発電 

・電力供給システムの調整機能としての水力発電 

・水力発電を含む水資源の多目的性 

・不安定再生可能エネルギーの調整機能としての水力発電 

 

 ２．改訂版 勧告の対象者の拡大 

各国政府の意思決定者、監督官庁、許認可権者、融資機関、政府援助機関、 

水力発電事業所、水力発電開発事業者 

 

 ３．勧告の体裁 

旧勧告は、18ページ（和文：20ﾍﾟｰｼﾞ）程度でまとめられていたが、今回は、対象読者の読みやす
さを考慮して、Ａ４で6ページ（和文：7ﾍﾟｰｼﾞ）にまとめられた。 
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１．エネルギー政策の枠組み 
一貫したエネルギー政策はその国の経済の基本となる。ただし、各国のエネルギー事情は固有の
ものであり、効果的な経済発展のためには、特有のアプローチが必要となる。このため、エネル
ギー政策の枠組みに関する勧告を行っている。 

２．意思決定過程 
各国政府機関は、水力開発に伴う環境に関する意思決定を行うために、環境・社会影響評価の規
則と手続きに関する公正かつ信頼できる効果的なガイドラインとその使用方法の枠組みを確立する
必要がある。このため、意思決定過程に関する勧告を行っている。 

３．プロジェクトの代替案比較と選択 
水力発電計画の立案過程においては、様々な代替プロジェクト案が検討される。計画立案の過程
における重要な要素は、不確実なものに対する知見を向上させるために必要な調査・研究を組み
入れる必要がある。このため、プロジェクトの代替案比較と選択に関する勧告を行っている。 

４．水力発電所の環境管理の改善 
水力発電所の建設～運用期間～停止において、建設責任者、発電所運用者は、適切な環境・社会
的管理業務を確実に遂行する必要がある。このため水力発電所の環境管理の改善に関する勧告
を行っている。 

５．地域コミュニティとの便益の分配 
水力開発の重要な課題は、地域、社会、開発者、政府機関の間で、開発費用と便益の公平な配分
を通して社会的公正が確保されることである。このため、地域コミュニティとの便益の分配に関する

勧告を行っている。  

｢５領域の概要｣ 
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１．エネルギー政策の枠組み  

 ・各国および管轄権者は、全ての発電オプション（水力発電を含む）の開発
にあたり、明確な目的および明白な枠組みを記載した持続可能なエネル
ギー政策を策定し、促進させるべきである。 

 ・許容される環境・社会的基準を満たす既設または計画中の水力発電プロ
ジェクトは、再生可能かつ持続可能な資源として区分されるべきである。  

 ・水力発電は、電力システムに対して基本的かつ重要な役割を果たしてい
ること、および他のエネルギー源に対する調整能力があることを認められ
るべきである。 

 ・各国の規制と政策は、その規則が周知されプロセスが有効となるように、
明確に規定されるべきである。 

 ・開発途上国において、包蔵水力調査への技術協力および水系総合開
発・水資源の有効利用の開発における資金協力を通して、水力開発を推
進すべきである。 

 

≪勧告の概要≫ 
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２．意思決定の過程 

 ・ 住民の利益と環境とを融合させる、公正かつ信頼できる効果的なガイドラインを確
立すべきである。 

 ・ 意思決定過程には、明確に定義された合理的な時間枠が含まれるべきである。 

 ・ すべての水力開発は、可能な限り、多目的オプションを含むべきである。 

３．プロジェクトの代替案の比較と選択 

 ・ プロジェクト設計者は、最も適切な開発案の選択を確実にするために、計画段階の
早い時期に、各種プロジェクト代替案に対して環境および社会的基準を適用すべき
である。 

 ・ プロジェクトおよび計画案の選択は、最良事例を参考にして行うべきである。 

 ・ プロジェクト設計者は、異なる規模とタイプの水力発電プロジェクトにそれぞれ適用
される環境・社会的基準を明確に特定すべきである。 

 ・ 既設水力発電所の改修、増強および既設ダムへの発電設備の付加を推進すべき
である。 

≪勧告の概要≫ 
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４．水力発電所の環境管理の改善 

 ・ 水力発電所は、そのライフサイクルを通して、環境・社会的管理の最良事例に基
づき建設、運用されるべきである。 

 

５．地域コミュニティとの便益の分配 

 ・ 水力発電プロジェクトは、そのライフサイクルを通して地域コミュニティに便益を与
えるべきである。 

 ・ 地域コミュニティは、水力開発プロジェクトにより最も直接的な影響を受けること
から、プロジェクトにおいて重要な役割を担っている。従って、地域コミュニティは、
早い段階から継続的にプロジェクトに関与すべきである。 

 ・ 水力発電に関する情報は、社会へ積極的に公開・発信されるべきである。  

≪勧告の概要≫ 
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≪公 開≫ 
 改訂版の勧告については、ＩＥＡ 水力実施協定のウエブサイト 

http://www.ieahydro.org （英語表記） 
 
 もしくは、 
 
   (財)新エネルギー財団 のウエブサイトで公開をしている。 
   http://www.nef.or.jp/ 
  （ＩＥＡ水力実施協定 第3期活動成果として公開） 

≪公 表≫ 

 Hydro２０１１ ポルトガルにおいてOAを務めたフィンランドより 

 ｢改訂版 水力発電と環境のための勧告｣が発表された。 
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それぞれクリックすると、各期の活動成果を確認できる。 





ご清聴ありがとうございました。 
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